
   ○入札公告（特定調達公告（ＰＦＩ事業）） 

 次のとおり一般競争入札に付する。 

  令和８（2026）年10月15日 

                               栃木県知事  福  田  富  一   

１ 入札に付する事項 

 ⑴ 事業名 栃木県「文化と知」の創造拠点整備運営事業 

 ⑵ 事業内容 入札説明書による。 

 ⑶ 事業期間 事業契約締結の日から令和31（2049）年３月31日（水）まで 

 ⑷ 事業場所 宇都宮市中戸祭１丁目  

 ⑸ 予定価格 102,950,000,000円（消費税及び地方消費税の額を含まない。） 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

 ⑴ 入札に参加する者の構成等 

  ア 栃木県「文化と知」の創造拠点整備運営事業（以下「本事業」という。）の入札に参加する者（以下

「入札参加者」という。）は、本事業の各業務に当たる複数の企業により構成されるグループ（以下

「企業グループ」という。）であること。なお、同一の者が複数の業務に当たることを妨げない。ただ

し、建設業務に当たる者と工事監理業務に当たる者について、同一の者が兼ねること、又は資本面若し

くは人事面において関連がある者が行うことはできない。なお、資本面若しくは人事面において関連が

ある者とは、以下のとおりとする。 

(ｱ) 資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。 

ａ 子会社等（会社法（平成17年法律第86号）第２条第３号の２に規定する子会社等をいう。以下同

じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定する親会社等をいう。以下同じ。）の関係にある場合 

ｂ 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

(ｲ) 人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、ａについては、会社等（会社法施行規則（平成18

年法務省令第12号）第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方が民事再生法

（平成11年法律第225号）第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社（会社更生

法（平成14年法律第154号）第２条第７項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。 

ａ 一方の会社等の役員（株式会社の取締役（会社法第２条第12号に規定する指名委員会等設置会社

にあっては執行役）、持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をいう。）の業務を執行する社

員、組合の理事又はこれらに準ずる者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねて

いる場合 

ｂ 一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第64条第２項又は会社更生法第67条第１項の

規定により選任された管財人（以下「管財人」という。）を現に兼ねている場合 

ｃ 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

  イ 企業グループを構成する者は、参加表明書及び参加資格審査に必要な書類（以下「参加表明書等」と

いう。）の提出時に構成員（本事業を遂行する目的で設立する特別目的会社（以下「ＳＰＣ」とい

う。）に出資を予定し、かつ、ＳＰＣから直接業務を受託し、又は請け負うことを予定している者をい

う。以下同じ。）又は協力企業（構成員以外の者で、ＳＰＣへの出資を予定せず、かつＳＰＣから直接

業務を受託し、又は請け負うことを予定している者をいう。以下同じ。）のいずれの立場であるかを明

らかにすること。 

  ウ 入札参加者は、構成員の中から代表企業（企業グループを代表する者をいう。以下同じ。）を定め、

必ず代表企業が応募手続を行うこと。 

  エ 入札参加者の構成員又は協力企業は、他の入札参加者の構成員又は協力企業となることはできない。 

 ⑵ 入札参加資格要件（共通） 

   構成員及び協力企業は、いずれも次の要件を満たす者であること。 

  ア 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号。以下「ＰＦ

Ｉ法」という。）第９条各号のいずれにも該当しない者であること。 

  イ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない者であること。 

  ウ 参加表明書等の受付締切日から入札書類（提案書）の提出締切日までの期間において、栃木県建設工



事等請負業者指名停止等措置要領（平成21年３月26日付け監第299号県土整備部長通知）又は栃木県競争

入札参加資格者指名停止等措置要領（平成22年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止措置中でな

い者であること。 

  エ 民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けた者を

除く。）でないこと。 

  オ 会社更生法の規定による更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定を受けた者を

除く。）でないこと。 

  カ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）に違反し、公正取引委員会

から排除措置等の命令を受けている者でないこと。 

  キ 手形交換所における取引停止処分を受けているなど経営状況が著しく不健全な者でないこと。 

  ク 直近１年間において国税及び地方税を滞納していない者であること。 

  ケ 栃木県暴力団排除条例（平成22年栃木県条例第30号）第２条第１号又は同条第４号の規定に該当しな

い者であること。 

  コ 栃木県が本事業に係るアドバイザリー業務を委託している次の者及び当該アドバイザリー業務におい

て提携関係にある者、又はこれらの者と資本面若しくは人事面において関連がある者でないこと。 

・PwCアドバイザリー合同会社 

・株式会社昭和設計 

・PwC弁護士法人 

  サ 栃木県「文化と知」の創造拠点整備運営事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）の委員が

属する企業又はその企業と資本面若しくは人事面において関連がある者でないこと。 

  シ 本事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有していること。 

 ⑶ 入札参加資格要件（業務別） 

  ア 統括マネジメント業務に当たる者 

    本施設の統括マネジメント業務を行う企業は、以下の(ｱ)及び(ｲ)の要件を満たすこと。 

(ｱ)a栃木県物品調達等競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、入札参加資格を

有するものと決定された者であること。 

(ｲ)aPPP/PFI事業又は指定管理者制度において、複数業務を統括し、関係者間の調整、業務全体の進捗管

理、維持管理・運営業務等の一体的なマネジメント業務に係る実績を有していること。 

  イ 設計業務に当たる者 

    設計業務に当たる者は、以下の(ｱ)～(ｴ)の要件を全て満たすこと。ただし、当該設計業務に当たる者

が複数の場合には、複数の者で(ｱ)～(ｴ)の要件を全て満たせばよいが、そのうち１者は(ｱ)～(ｳ)の要件

を満たし、他の者は(ｱ)及び(ｲ)の要件を満たすこと。 

   (ｱ)a建築士法（昭和25年法律第202号）第23条第１項の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行ってい

る者であること。 

   (ｲ)a令和７（2025）年度及び令和８（2026）年度における測量・建設コンサルタント等業務に係る競争

入札参加資格（令和６年栃木県告示第427号又は令和７年栃木県告示第109号）に基づき、入札参加資

格を有するものと決定された者であること。 

   (ｳ)a元請又は共同企業体の構成員として、国公立の美術館、博物館法（昭和26年法律第285号）第２条第

１項に規定する博物館、同法第31条第２項に規定する指定施設又は図書館法（昭和25年法律第118号）

第２条第２項に規定する図書館の新築又は増築（当該用途に係る新築又は増築の部分の延床面積の合

計が2,000㎡以上のものに限る。）に係る実施設計業務の実績を有すること（平成18（2006）年４月１

日以降、参加資格の確認基準日（以下「参加資格確認基準日」という。）までに実施設計業務が完了

しているものに限る。）。 

   (ｴ)a設計業務全般の管理及び統括を行う管理技術者として、以下のａ～ｃの全ての要件を満たす者を配

置できること。 

    ａ 一級建築士の資格を有すること。 

    ｂ 官公庁が発注した新築による延床面積2,000㎡以上の公共施設の実施設計業務の実績を有すること

（平成18（2006）年４月１日以降、参加資格確認基準日までに実施設計業務が完了しているものに

限る。）。 

    ｃ 入札参加資格申請書類提出時点において入札参加者と継続して３か月以上の直接的かつ恒常的な



雇用関係にあること。 

  ウ 建設業務に当たる者 

   (ｱ) 建築工事に当たる者 

     建築工事に当たる者は、以下のａ～ｃの要件を全て満たすこと。ただし、当該建築工事に当たる者

が複数の場合には、そのうち１者がａ～ｃの要件を全て満たしていれば、他の者はａ及びｂの要件を

満たすことをもって足りるものとする。 

ａ 令和７（2025）年度及び令和８（2026）年度における建設工事に係る競争入札参加資格（令和６

年栃木県告示第426号又は令和７年栃木県告示第108号）に基づき、「建築一式工事」の入札参加資

格を有するものと決定された者であること。 

ｂ 参加資格確認基準日において、建設業法（昭和24年法律第100号）第27条の23第１項に定める建築

一式工事に係る経営事項審査結果通知（最新のもの）の総合評定値（Ｐ）が1,400点以上であるこ

と。なお、建築工事に当たる者が複数の場合は、そのうち１者が1,400点以上であれば、他の者は

825点以上であればよいものとする。 

ｃ 元請又は共同企業体の構成員として、国公立の美術館、博物館法第２条第１項に規定する博物

館、同法第31条第２項に規定する指定施設又は図書館法第２条第２項に規定する図書館の新築又は

増築（新築又は増築に係る部分の延床面積の合計が2,000㎡以上のものに限る。）に係る建築一式工

事の実績を有すること（平成18（2006）年４月１日以降、参加資格確認基準日までに、完成引渡し

が完了しているものに限る。）。 

(ｲ) 電気設備工事に当たる者 

電気設備工事に当たる者は、以下のａ～ｃの要件を全て満たすこと。ただし、当該電気設備工事に

当たる者が複数の場合には、そのうち１者がａ～ｃの要件を満たしていれば、他の者は令和７

（2025）年度及び令和８（2026）年度における建設工事に係る競争入札参加資格に基づき、「建築一

式工事」の入札参加資格を有するものと決定された者であること、参加資格確認基準日において建設

業法第27条の23第１項に定める建築一式工事に係る経営事項審査結果通知（最新のもの）の総合評定

値（Ｐ）が825点以上であること及びｃの要件を満たすことをもって足りるものとする。 

ａ 令和７（2025）年度及び令和８（2026）年度における建設工事に係る競争入札参加資格に基づ

き、「電気工事」の入札参加資格を有するものと決定された者であること。 

ｂ 参加資格確認基準日において、建設業法第27条の23第１項に定める電気工事に係る経営事項審査

結果通知（最新のもの）の総合評定値（Ｐ）が915点以上であること。 

ｃ 元請又は共同企業体の構成員として、国、特殊法人等、都道府県、都道府県出資公社発注の建築

物の新築又は増築に係る請負金額500万円以上の電気設備工事の実績（建築一式工事のうち、当該工

種の実績として認められるものを含む。）を有していること（平成18（2006）年４月１日以降、参

加資格確認基準日までに、完成引渡しが完了しているものに限る。）。 

(ｳ) 機械設備工事に当たる者 

機械設備工事に当たる者は、以下のａ～ｃの要件を全て満たすこと。ただし、当該機械設備工事に

当たる者が複数の場合には、そのうち１者がａ～ｃの要件を満たしていれば、他の者は令和７

（2025）年度及び令和８（2026）年度における建設工事に係る競争入札参加資格に基づき、「建築一

式工事」の入札参加資格を有するものと決定された者であること、参加資格確認基準日において建設

業法第27条の23第１項に定める建築一式工事に係る経営事項審査結果通知（最新のもの）の総合評定

値（Ｐ）が825点以上であること及びｃの要件を満たすことをもって足りるものとする。 

ａ 令和７（2025）年度及び令和８（2026）年度における建設工事に係る競争入札参加資格に基づ

き、「管工事」の入札参加資格を有するものと決定された者であること。 

ｂ 参加資格確認基準日において、建設業法第27条の23第１項に定める管工事に係る経営事項審査結

果通知（最新のもの）の総合評定値（Ｐ）が855点以上であること。 

ｃ 元請又は共同企業体の構成員として、国、特殊法人等、都道府県、都道府県出資公社発注の建築

物の新築又は増築に係る請負金額500万円以上の機械設備工事の実績（建築一式工事のうち、当該工

種の実績として認められるものを含む。）を有していること（平成18（2006）年４月１日以降、参

加資格確認基準日までに、完成引渡しが完了しているものに限る。）。 

  エ 工事監理業務に当たる者 

    工事監理業務に当たる者は、「イ 設計業務に当たる者」と同様の要件を満たすこと。 



  オ 運営業務に当たる者 

    運営業務に当たる者は、以下の(ｱ)及び(ｲ)の要件を満たすこと。ただし、当該運営業務に当たる者が

複数の場合には、そのうち１者が(ｱ)及び(ｲ)の要件を満たしていれば、他の者は(ｱ)の要件を満たすこと

をもって足りるものとする。 

(ｱ)a栃木県物品調達等競争入札参加者資格等に基づき、入札参加資格を有するものと決定された者であ

ること。 

(ｲ)a平成28（2016）年４月１日以降に、国公立の美術館、博物館法第２条第１項に規定する博物館、同

法第31条第２項に規定する指定施設又は図書館法第２条第２項に規定する図書館に係る１年以上の運

営実績を有すること。なお、この実績は、運営業務を行う者が複数の場合は、そのうちの１者が有す

ればよいものとする。 

  カ 維持管理業務に当たる者 

    維持管理業務に当たる者は、栃木県物品調達等競争入札参加者資格等に基づき、入札参加資格を有す

るものと決定された者であること。 

３ 入札の手続等 

 ⑴ 契約に関する事務を担当する課の名称等及び契約内容の縦覧場所 

   〒320-8501 栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号 栃木県庁舎本館10階 

   栃木県生活文化スポーツ部文化と知の創造拠点整備室 

   電話028-623-2893 

 ⑵ 入札説明書の交付期間及び交付方法 

   令和８（2026）年10月15日（木）から令和９（2027）年８月５日（木）までの間において栃木県ホーム

ページからダウンロードすることができる。 

URL: https://www.pref.tochigi.lg.jp/c11/mla_seibi/pfi_jigyokeika.html 

 ⑶ 参加表明書等の提出 

   入札参加者は、次のとおり参加表明書等を提出し、入札参加者に必要な資格の有無について確認を受け

ること。 

  ア 参加表明書等の提出期間、提出場所及び提出方法 

    令和８（2026）年12月21日（月）から同月25日（金）までの日の午前９時から午後５時までに、⑴の

場所に持参し、又は郵送すること。なお、郵送の場合は、配達記録が残る方法によることとし、同期間

内に必着すること。 

  イ 確認結果の通知 令和９（2027）年１月８日（金）までに書面により通知する。 

 ⑷ 入札及び開札の日時及び場所 

   ⑶のイにより入札参加者に必要な資格を有する旨の確認を受けた入札参加者は、次のとおり入札書類

（提案書）を提出すること。 

  ア 入札書類（提案書）の提出期間及び提出場所 

    令和９（2027）年８月２日（月）から同月５日（木）までの日の午前９時から午後５時までに、⑴の

場所に持参し、又は郵送すること。なお、郵送の場合は、配達記録が残る方法によることとし、同期間

内に必着すること。 

  イ 開札の日時及び場所 

    令和９（2027）年９月９日（木）午後４時 栃木県庁舎東館３階入札室２ 

    ただし、日時が変更になる場合は、入札参加者に別途連絡する。 

    なお、当該開札においては予定価格を超えていないことを確認し、入札価格の公表は行わない。 

 ⑸ 入札方法 １の⑴の事業名で総価で入札に付する。 

 ⑹ 入札書の記載方法等 

   落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に消費税及び地方消費税に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数がある場合は、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格

とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、契約を希望する見積金額から消費税及び地方消費税に相当する額を控除した金額を入札書に記載する

こと。 

 ⑺ その他 

   富士通Japan株式会社が提供するソフトウェアとの連携を前提としているため、富士通Japan株式会社



は、代表企業、構成員又は協力企業として本入札に参加することができない。また、入札公告の日から落

札者の決定までの間に、本事業について富士通Japan株式会社に接触を試みた者については、入札参加資格

を失う。ただし、入札説明書に定める手続きにおいて県を通じて行う場合はこの限りでない。なお、事業

契約締結後に、事業者が富士通Japan株式会社から本事業に必要な製品又は役務の提供を受けることは妨げ

ない。 

４ その他 

 ⑴ 本入札は、地方自治法施行令第167条の10の２第３項に規定する総合評価一般競争入札として行うものと

する。 

 ⑵ 契約の手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨 

 ⑶ 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 免除 

  イ 契約保証金 納付。ただし、栃木県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第143条第２項の規定によ

り担保の提供をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、同規則第144条第１号、１の２号

及び２号に該当する場合は、契約保証金の納付を免除する。なお、同条第３号に該当するときは契約保

証金を免除することがある。 

 ⑷ 入札の無効 

   次のいずれかに該当する入札は、無効とする。なお、落札者決定後において、当該落札者が無効の入札

を行っていたことが判明した場合は、落札決定を取り消す。 

  ア 入札参加者に必要な資格のない者が入札したもの 

  イ 虚偽の参加資格確認申請等を行った者が入札したもの 

  ウ 入札書類（提案書）が所定の日時までに到着しないもの 

  エ 同一の入札に２人以上の代理をした者から入札書が出されたもの 

  オ 同一の入札に他の入札参加者の代理をした者から入札書が出されたもの 

  カ 同一の入札に同一の入札参加者から２通以上の入札書が出されたもの 

  キ 入札書類（提案書）に必要な記名押印のないもの 

  ク 金額その他主要事項の記載が不明確なもの 

  ケ 代理人が入札する場合において、委任状の提出がないもの 

  コ 入札参加者が明らかに協定して入札し、その他入札に際し不正の行為があったと認められるもの 

  サ その他入札に関する条件に違反したもの 

 ⑸ 審査 

   入札書類（提案書）をもって入札に参加し、予定価格の制限の範囲内をもって有効な入札を行った者の

提案について、選定委員会は、アの基準に従い算出して得た性能評価点及びイの基準に従い算出して得た

価格評価点の合計（以下「総合評価点」という。）の最も高い入札参加者を最優秀提案者として選定す

る。ただし、総合評価点の最も高い入札参加者が複数いる場合は、当該入札参加者のうち、性能評価点が

最も高い入札参加者を最優秀提案者として選定する。さらに、この場合において、性能評価点が最も高い

入札参加者が複数いる場合には、当該入札参加者によるくじ引きにより最優秀提案者を選定する。 

  ア 性能評価点 

    予定価格の制限の範囲内をもって有効な入札を行った者の提案内容について(ｱ)から(ｴ)までの評価項

目ごとの評価基準に従い点数を付与し、その合計値を性能評価点（最大800点）とする。付与する点数

は、評価に応じ、評価項目ごとの配点にＡ評価1.00、Ｂ評価0.80、Ｃ評価0.50、Ｄ評価0.30又はＥ評価

0.00を乗じて得た値とする。 

   (ｱ) 事業計画・統括マネジメントに関する事項 

    ａ 事業の基本方針 配点50点 

     ｂ 実施体制 配点30点 

     ｃ 地域経済・社会への貢献 配点50点 

     ｄ 事業収支計画 配点50点 

     ｅ リスク想定及び対策と事業継続性の担保 配点20点 

     ｆ 統括マネジメント 配点40点 

(ｲ) 設計・建設業務に関する事項 

     ａ 実施体制 配点30点 



     ｂ 施設整備における全体計画 配点50点 

     ｃ 諸室計画 配点80点 

     ｄ ユニバーサルデザインへの配慮 配点20点 

     ｅ 防災性への配慮 配点20点 

     ｆ 環境性への配慮 配点20点 

     ｇ 経済性・社会性への配慮 配点20点 

(ｳ) 運営業務に関する事項 

     ａ 実施体制 配点30点 

     ｂ 開館準備 配点30点 

     ｃ 拠点全体での総括運営・連携 配点40点 

     ｄ 広報・PR 配点20点 

     ｅ 各館における運営 配点90点 

     ｆ 附帯事業 配点20点 

     ｇ 任意事業 配点10点 

(ｴ) 維持管理業務に関する事項 

     ａ 実施体制 配点20点 

     ｂ 建築物・建築設備の機能・性能保持 配点20点 

     ｃ 防災・防犯 配点20点 

     ｄ 修繕・更新 配点20点 

  イ 価格評価点 

    次の式により算定して得られた値を価格評価点とする。 

    価格評価点＝200点×提案のうち最も低い入札価格（入札が無効な者の入札価格を除く。）÷当該入札

参加者の入札価格 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   ⑸の最優秀提案者の選定結果を踏まえ、落札者を決定する。 

 ⑺ 契約書作成の要否 要 

 ⑻ その他 

  ア 提案書のヒアリング 提案書のヒアリングを行う。 

  イ 費用負担 入札に伴う費用は、全て入札参加者の負担とする。 

  ウ 入札書類（提案書）の取扱い 

    提出された入札書類（提案書）については、変更できないものとし、また、返却しないものとする。 

  エ 栃木県が提示する資料の取扱い 

    栃木県が提示する資料は、入札に係る検討以外の目的で使用することはできない。 

  オ 栃木県の入札参加資格を有しない者の参加 

    ２の⑶の入札参加資格要件（業務別）において、各業務に当たる者として必要とする栃木県の入札参

加資格を有していない者は、参加表明書等の受付までに入札参加資格を有する必要がある。 

  カ 基本協定の締結 

栃木県と落札者は、落札者決定後、基本協定を締結するものとする。 

  キ ＳＰＣの設立 

    落札者は、仮契約の締結前までに会社法に定める株式会社としてＳＰＣを設立しなければならない。 

  ク 契約 

    この入札による契約は、ＰＦＩ法第12条の規定による栃木県議会の議決を要する。栃木県は、カによ

り基本協定を締結した落札者が設立したＳＰＣと仮契約を締結するものとし、栃木県議会の議決を経た

上で契約を確定する。 

  ケ その他 詳細は、入札説明書による。 

５ Summary 

 ⑴ The name of the project: 

   Culture and Knowledge Creation Center Development and Operation Project 

 ⑵ Submission period for documents of intent to participate in bidding: 

   Between 9:00 AM and 5:00 PM on December 21 to 25, 2026 



 ⑶ Submission period for bidding documents and proposal documents: 

   Between 9:00 AM and 5:00 PM on August 2 to 5, 2027 

 ⑷ The date of bid opening: 

   4:00 PM, September 9, 2027 

 ⑸ Information available at: 

   Culture and Knowledge Creation Center Development Office 

   Tochigi Prefecture 

   1-1-20 Hanawada, Utsunomiya, Tochigi 320-8501 

   TEL 028-623-2893 

                                   （文化と知の創造拠点整備室）  

 

 


